
南区基本計画
（みなみスマートビジョン）

＆
堺スマートシティ戦略
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スマートシティの推進

ICTは目的を達成するための
ツール
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たとえば？

住民の皆様とともに考え、取り組んでいくもの 公民共創・公民連携がベース



戦略策定の背景と理念

• 人口減少・高齢化とライフスタイルの

変化

• SDGsへの関心の高まり

• Society5.0の実現

戦略方針

イノベーションを実装する環境をつくる１

データ連携により

新たなサービスを創出する
3

課題解決型プロジェクトを

スピーディーに実行する
2

重点的に取組む4

• スマートシティの発展

• 新型コロナウイルス感染症の影響に

よる新しい日常への移行

• 公共のあり方の変化

• 都市魅力の向上

堺スマートシティ戦略
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• 泉北ニュータウン地域を重点地域とし、南区基本計画、及びSENBOKU New 
Designの実現に取組む

• “アソビ”（余白の時間、魅力的な都市空間）を生み、暮らしを彩る“愉しみ”を創造

生活・仕事都市環境 交流

愉 し み

モビリティ

エネルギー

ヘルスケア

リモートワーク

コミュニティ

S E N B O K Uスマートシティ構想
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安全安心創出・未来共創推進部会

防災・防犯

コミュニティ

多様性

ICT

【重点施策】

【基本方針】
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育ち学び充実・健康長寿推進部会

健康・長寿

子育て・教育

地域福祉

ICT

【重点施策】

【基本方針】

市民参加・市民協働による
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ブランド戦略推進・魅力創造部会

ブランド創出

スマート区役所

魅力的な都市
空間

ICT

【重点施策】

【基本方針】



概要

イメー
ジ

•地域活動がさかんな泉北ニュータウン地域にて、ICTによる交流、市民共創を促進
•相互に見守りができる仕組みを提供し、災害など有事の際は自分の居場所を伝える

泉北ニュータウン地域での共創コミュニティ高度化

地域の仲間とリモートでも
交流、街の活性化に貢献

Sakai- I D REAL

VIRTUAL

＜実現イメージ＞

①地域での活動がさ
かんな泉北ニュータ
ウン地域では、ス
マートシティに関連
する取組を実施中

③災害発生等、有
事 が あ っ た 際
は、事前にオプトイ
ンした利用者の位
置情報を開示し、
支援が必要な対
象を見える化

④リアルとバーチャル
による多世代交流
により、地域の相
互支援の仕組み
を構築

②リアルだけでなく、
ICT（都市OS)を
通じた、バーチャル
な交流により共創
を下支え

（ヘルスケア・モビリティ・

エネルギー・など）
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※21.08.31 大阪スマートシティ戦略会議資料より
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※21.08.31 大阪スマートシティ戦略会議資料より



【目的】

堺市と大阪府で連携し、泉北ニュータウンの活性化に向けて

ICTを活用した地域課題の解決をめざす

SMART SENBOKU PROJECTの創設

ヘルスケア コミュニティ

リモートワーク エネルギー

【先行取組テーマ】

モビリティ
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○地域限定型SNS「マチマチ」と連携し、市のスポットや施設情報を

発信（公共機関ページを設置）

○南区の独自の取組や活動を積極的に発信

（NPO法人、市民活動団体を募集）

マチマチによる地域魅力の発信強化
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【実証期間】 令和3年6月1日～令和3年10月31日

givと連携した実証プロジェクトは全国自治体初

○ ICTを用いて新たなコミュニティの醸成・地域力の向上へ

○「好き・得意なこと」を無償で贈りあうデジタルプラットフォーム

givを活用した交流促進
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ICT活用
×

ケアラー支援プログラム

デジタルディバイド解消
プログラム＆

ICT活用によるケアラー支援・デジタルディバイド解消

【連携先】 SOMPOホールディングス

みずほリサーチ&テクノロジーズ

■SMART SENBOKU PROJECT

西日本の自治体初となる連携実施
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【実証内容】

・アプリを活用し介護負担を軽減する方法を学ぶ

・不安や悩みを共有できる仲間づくりをサポート

ICT活用によるケアラー支援

【実証期間】 令和3年6月8日～7月27日

ICTを活用したヘルスケア分野の取組
ケアラーの負担軽減プログラムの効果を検証

【支援内容】
ケアラーズ（在宅介護者）サロン
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日本老年学的評価研究機構

研究員 方 恩知（バン ウンジ）

堺市コロナ調査結果
（抜粋）
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方法

【分析対象】堺市に在住する要介護認定を受けていない65歳以上高齢者
【調査期間】2020年11月

調査回答者
6,981人（回収率74.3％）

分析対象者
5,608人

2020年11~12月調査票配布
9,400人

除外
• 性別の不一致（n=65）
• 年齢の不一致（n=26）
• ADL非自立（n=1,064）
• 要支援・要介護認定（n=214）
• 事業対象者（n=4）
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年代別スマホ所有率
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堺市全体の６５歳以上高齢者のスマホ所有率は５１．３％
南区では５７．１％と高い
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非対面コミュニケーションツールの保有者は92.3%
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ビデオ通話、メール・ショートメール・チャットの利用が増えた人は、それらの利用が増え
ていない人に比べてうつである相対リスクが25-46%低い
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利用頻度の変化とうつの関係

参照群

■偶然で観察される確率が5%未満（統計的に有意である）

0.54
(CI 0.40-0.71)

0.75
(CI 0.62-0.91)

多変量ロジスティクス回帰分析を実施
目的変数：うつ（GDS点数5点以上：１、未満：０）
調整変数：年齢、性別、婚姻状況、就労状況、喫煙、飲酒、教育歴、治療中の疾患有無、IADL
音声通話は電話・携帯電話・スマホ・LINEでの通話など、ビデオ通話は顔が見えるもの


